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図 1  代表的な大企業における戦略論の変遷（20 世紀以降） 
①大量生産戦略 （20 世紀初頭～1940 年） 
規模の経済（大量生産）を達成するためラインの構築と労働者の管理（生産の合理化） 
科学的管理法（Taylor）による労働者の管理と作業知識の伝授 
②多角化戦略／垂直統合による多角化 （1940 年～1980 年） 
範囲の経済（地理的拡大・製品多角化）を達成するための組織（Chadler 1967）へのシフト 




無関連な事業の多角化からコア・コンピタンス（Hamel & Prahalad 1994）を中心とした多角化 
 
④オープンイノベーション戦略／垂直統合モデルからの脱却 （21 世紀初頭～） 
知識の流入と流出を自社の目的にかなうように利用してイノベーションを加速する戦略 
















































   理由① 「移動体通信は高度な知識産業」 と考えたからである 







定電話の加入者が 10億人を超えたのは Graham Bell[1847-1922]による電話の発明以降、125年
かかったというから携帯電話の普及速度は比較にならないほど早い。 





















   理由① 「大企業社内にいない高度な知識人材が点在する」 と考えたからである 



































   理由① 「大企業では限界がある」 と考えたからである 


























































































先行研究調査 （①組織論 ②イノベーション論 ③小括） 





















































































図 5  階層構造を持つ組織とフラットな構造を持組織の特質 
 
































































































年の 19年間に 1500万台が生産された。絶頂期であった 1917年には、年間 70万台が生産された
といわれている。 
工業社会において大量生産を可能にした職能別組織、今日の組織デザインの原理と知られてい
























































図 7  マネジメントの基本原則 （Henri Fayol[1841-1925]） 
 
 















































































































































要素動作 要素動作 要素動作 要素動作 

















































































































































































































































































































































































事業部制組織は 1920年、General Motors（以下 GM）の Alfred P. Sloan3[1875-1966]が考案



















3 Pierre du Pontの後継者として 1923年に GMの社長に就任、1937年には取締役会長となる。 
4 GMは 1908年、ビュイック・モーターの社長であるWilliam C. Durantがオールズ・モービルの 75%の株式を取得し、ビュ
28 
これらの課題と戦後不況（第一次世界大戦）の再建を体系的に見直すために Durant 退任後、




























































表 1  事業部制組織への移行年度（米国大手企業が対象） 
 
年代 企業 分野 備考 
1919 デュポン 化学 
1920 GM（スローンの提案による初期事業部制） 自動車 
1921 ヘラクレス・パウダー, アライドケミカル,等 化学 
1924 GM（デュポンの提案を加味した事業部制） 自動車 
1925 A&P 小売, 通販 
1926 ニュージャージー・スタンダード 石油 
1927 USスチール 鉄鋼 
1929 USラバー ゴム 
1932 シアーズ 小売, 通販 
1934 ウェスチングハウス 電気, 電子 







1943 インターナショナル・ハーベスター 農業, 動力機器 
1946 フォード 自動車 
1950 コーディナー 電気, 電子 
1951 ジョンズ・アンド・スタッフ 鉄鋼 
1952 GE, RCA, シルバニアエレクトリック等 電気, 電子 
1953 グッドリッチ ゴム 
1954 アリスチャーマーズ, ボルグワーナー等 農業, 動力機器 
1955 カルフォルニア・スタンダード 石油 
1956 グッドイヤー, IBM ゴム, 電気電子 
1960 ピッツバーグプレートグラス 素材, 加工 

























































































CEO（Chief Executive Officer, 最高経営責任者） 































































































図 13  官僚制 支配の諸前提モデル 
 
 




























































































































































































































扱ってきたといわれている。しかしながら Erdos & Renyi（1959）は社会的ネットワークから電
話網にいたるまで、実際に存在するネットワークは複雑であり、きれいでも正規でもないことを
認めていたという。これらに基づきネットワークはランダムであると仮定した。 







           
 
 
出典 大野圭一朗（University of California, San Diego Bio Engineering Dept）, kono＠ucsd.edu 








            
出典 大野圭一朗（University of California, San Diego Bio Engineering Dept）, kono＠ucsd.edu 
 







































































                                                                                                                                                               





出典 大野圭一朗（University of California, San Diego Bio Engin Dept）,  kono＠ucsd.edu 
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されるのである。 -中略-  内外の新市場の開拓および手工場の店舗や工場からU・S・スチール
のごとき企業にいたる組織上の発展は、不断に古きものを破壊し新しきものを創造して、たえず
内部から経済構造を革命家する産業上の突然変異 - 生物学的用語を用いることが許されるとす
れば - の同じ過程を検証する。この『創造的破壊13』（Creative Destruction）の過程こそ資本
主義についての本質的事実である14。」（Schumpeter1995:129-130） 
 










Foster & Sarah Kaplan（2002:194）『創造的破壊 断絶の時代を乗り越える』（柏木亮二）翔泳社（原著 2001）. 































の「機会」を図 21に示した 7つに分類した。 
                                                   






































































































図 22  S 曲線（新市場創出型イノベーション） 
                                                   
16 Foster（1986）によれば S 曲線は新たしい製品（あるいは製法）の一つ一つについて、性能がどれだけ改良されているか、
その改良のためにどれだけの努力が注がれてきたかを正確に示すという。S曲線というものは抽象的ではあるが、問題解決に取
組む人間の努力の歴史をもグラフ化でき、彼らの努力をグラフに表せば、他の方法ではわからない成功と失敗のパターンを知る







































図 23  S 曲線（持続型イノベーション）  参考例：NTT ドコモにおける通信方式の S曲線（1979 年から 2015 年まで） 
データ通信速度 I-mode利用者数 
1999 年 2001 年 1979 年～1980 年代 
【1G】自動車電話サービス開始 




【第 3世代】W-CDMA 方式 
（3.5G 及び 3.9G（LTE）含む 











【3.5G】High-Speed Downlink Packed Access 
【3.9G】Long Term Evolution and Ultra Mobile Broadband 
*I-mode契約数 1999 年サービス開始（初年度加入数は約560 万人） 
2007 年の利用者数はおおよそ 4800 万人 
5200 万人（2007 年 3月末） 
2015 年 1993 年 1995 年 1997 年 
2010 年 
携帯電話契約数 S 曲線（通信方式の曲線） 
3500 万人（2001 年 3月末） 





















































出典 Christensen（1997, 2003）を参考に著書作成 












                                                                                                                                                               











































                                                   
18 既存市場の競争戦略論は Porter（1985）の競争要因の分析が代表的である。詳しくはMichael E. Porter（1985）『競争優位
57 
表 2  レッドオーシャン（既存市場）とブルーオーシャン（新市場）の定義と特性 
 























































出典 Clayton M. Christensen & Michael E. Raynor（2003:66）『イノベーションへの解』（玉田俊平太）翔泳社（原著 2003）.  


















































































出典 NTT ドコモ 10 年史（2002:314）, http://www.NTT ドコモ.co.jp/corporate/ir/finance/subscriber/index.html のデータをベースに著書作成 


















                                                   
19 Joseph Alois Schumpeter（1977:21）『経済発展の理論（下）』（塩野谷祐一・中山伊知郎・東畑精一）岩波文庫（原著 1912）. 
20 Joseph Alois Schumpeter（1977:50）『経済発展の理論（下）』（塩野谷祐一・中山伊知郎・東畑精一）岩波文庫（原著 1912）. 



























                                                   
22 Christensen & Anthony & Roth（2005:36）『明日は誰のものか イノベーションへの最終解』（宮本喜一）翔泳社（原著 2004）.








24 Thomas S. Kuhn（1971:96）『科学革命の構造』（中山茂）みすず書房（原著 1962）. 























                                                   

















ライセンス提供 > 他社の市場 
スピンオフベンチャー > 新しい市場 

























































































































出典 武田（2005）会報 TKC,暗黙知の原点を尋ねて http://www.tkcnf.or.jp/19ao/kaityou1701.html を一部修正 











































































































































































































































































































表 3  事例研究対象として選択した 2 社 
 
 従来型派遣事業者 知識社会型派遣事業者 （事例研究で取り上げる 2社） 
1: 組織構成 コントロール型組織 自律分散型ネットワーク組織 
2: 顧客企業（目指す顧客企業） ・製造業に代表される第 2次産業,量販店や飲食業等 ・情報通信産業（ユーザサポート,コールセンタ等） 
・A社: 移動体通信事業者 
・B社: モバイルコンテンツ事業者 
3: 顧客が望むこと（予測） 合理化およびコスト削減 暗黙知（外部知）の獲得 
4: 顧客への提案事項（予測） 合理化およびコスト削減の提案 知識の共存戦略 
5: 求める人材（労働者） 年齢性別を問わず登録させることが最優先 ある分野の知識に特化した人材（例: IT技術者） 






































                                                   









年代にはメタル回線の施設を目的に大量採用が続き、1979 年のピーク時には 32.9 万人（半民営
































国内 560 局（市回線） 
関門局（RC） 
国内に約 7200 局 


















































この新しい知識の上陸から 15年後の 1869年（明治 2年）12月 25日に横浜-東京間（横浜裁
判所構内の伝信機役所から東京築地運上所内の伝信機役所まで、32km に電柱 593 本を建てなら
べ実用電信線路を開通）において公衆電報扱いが始まり、国内において知識や情報を伝達するた






新たしい知識が事業として開始されたのは 10年以上を経た 1890年（明治 23年）である。 
事業を開始するにあたり民営にすべきか或は官営にすべきか、事業の設立にあたり様々な対立








                                                   








































出典 宮津純一郎（2003:118）『NTT 改革』NTT 出版.を一部修正 
図 32  NTT の開発した技術やサービス（1970 年代から 2000 年代） 
①１９７９ 










































８２ 超高速トランジスタ[ＳＳＴ]（世界初） ９６ 半導体人工原子開発（世界初） 































































ワークを構築。2010年には、3，000万の消費者へ光アクセスと次世代ネットワークサービスを提供。 出典 http://www.ntt.co.jp/news/news04/0411/041110d.html 
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35 その一方で Al Gore, Jr.[1948-]による情報スーパーハイウェイ構想を実現するにあたり必要不可欠な光ファイバ・ネットワー















































                                                   
























                                                   
37 2008年に商用サービスが開始された NGNは、少なくとも現時点（平成 21年 3月）では従来から提供しているフレッツ網
となんら変わらないものである。当初のサービスエリアもごく限られた地域であり、NGNならではの機能である QoS保障など
も、それを使用できるアプリケーションに乏しく、NGNのサポートする IPV6に関しても現状ほとんど普及していない。 




的に異なる 2つのネットワーク、NTT西日本は、フレッツ網（ISDN, ADSL, FTTH）、フレッツ網（フレッツ光プレミアム/IPV6）、
NGN（フレッツ光ネクスト）と物理的に異なる 3つのネットワークが存在することになるため、運用などを考えると非効率と
いわざるを得ない。 









ェアは自動車電話 83.1%、携帯電話 58%、ポケットベル 67.7%とそれぞれ過半数を占めるものの、
市場規模としては固定電話 5,400万契約に比較して、自動車電話及び携帯電話でようやく 50万台





表 4  各国の自動車電話・携帯電話の契約数と普及率（1991 年～1993 年） 
 
1991.6.1 1992.2.1 1993.1.1 
国 契約数 普及率 国 契約数 普及率 国 契約数 普及率 
アメリカ 6,030,000 2.47% アメリカ 7,300,000 2.96% アメリカ 11,100,000 4.44% 
イギリス 1,192,000 2.08% 日本 1,251,000 1.03% 日本 1,614,700 1.30% 
日本 892,100 0.73% イギリス 1,235,100 2.16% イギリス 1,397,200 2.43% 
カナダ 569,000 2.22% カナダ 682,900 2.63% カナダ 1,000,000 3.78% 
スウェーデン 530,304 6.24% スウェーデン 595,335 7.00% イタリア 780,800 1.36% 
イタリア 410,009 0.71% イタリア 586,844 1.02% ドイツ 771,890 0.97% 
ドイツ 351,492 0.45% ドイツ 556,361 0.71% スウェーデン 676,960 7.91% 
フランス 324,611 0.58% フランス 382,255 0.68% オーストラリア 559,000 3.19% 
フィンランド 250,127 5.03% オーストラリア 363,000 2.20% フランス 437,000 0.77% 
ノルウェー 215,354 5.13% フィンランド 291,016 5.86% 台湾 428,900 2.22% 
デンマーク 158,501 3.08% ノルウェー 237,777 5.60% フィンランド 350,913 7.03% 
スイス 146,290 2.22% 台湾 198,900 1.03% メキシコ 302,000 0.35% 
香港 140,000 2.49% 香港 180,000 3.18% ノルウェー 282,918 6.67% 
台湾 121,000 0.63% デンマーク 179,484 3.49% 韓国 271,000 0.66% 
韓国 107,100 0.26% スイス 174,557 2.65% タイ 256,800 0.43% 
















 1991 年 4 月38になるとプロジェクトは 38 名から組織された移動体通信自立化準備室に発展、
同年 8月には NTT移動通信網規格株式会社を設立、1992年 4月には NTT移動通信網株式会社
へ名称を変更、通信事業分離のための営業譲渡を郵政省に許可申請39、同年 7月総勢 1800名から
なる組織 NTTドコモが誕生、その後の他産業に類をみない急成長は周知の通りである。 




















⑤販売委託会社の取扱 NTTが販売など業務の一部を委託している全国 10の販売委託会社については一体化を図る。 















出典 NTT ドコモ 10 年史（2002:314） 










































































































出典 NTT ドコモ 10 年史（2002:314）, http://www.NTT ドコモ.co.jp/corporate/ir/finance/subscriber/index.html のデータをベースに著書作成 














































































































































































                                                   
40 ここで定義する人材派遣とは一般労働派遣事業（常用雇用労働者や登録者などの常用雇用労働者以外の労働者）、特定労働派
遣事業（常用雇用労働者）を指す。 
41 1986年の施行当初 13業務であった適用対象業務は同年 10月に 3業務が追加、合計 16業務に関して派遣が認められた。 
42 本章で活用する統計データの出所は次の通りである。 
（A）社団法人日本人材派遣協会 http://www.jassa.jp/ 
（B）総務省統計局 労働力調査 http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm 
（C）厚生労働所 厚生労働統計一覧 http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/index.html , http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 
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5-1 産業規模 
厚生労働省、労働者派遣事業平成 19 年度（2007 年度）事業報告書によれば、年間売上高は 6
兆 4645 億円（対前年度比 19.3%増）、内訳は一般労働者派遣事業が 5 兆 220 億円（対前年度比
13.9%増）、特定労働者派遣事業が 1兆 4425億円（対前年度比 42.7%）である。 















表 5  労働者派遣事業に係る売上高（1992 年～2007 年） 
 
 1992(H4) 1993(H5) 1994(H6) 1995(H7) 1996(H8) 1997(H9) 1998(H10) 1999(H11) 
6,105 5,433 5,449 6,269 7,751 9,368 10,704 10,821 
一般労働者派遣事業(億円) 
(3.3) (△11.0) (0.3) (15.0) (23.6) (20.9) (14.3) (1.1) 
4,703 4,055 3,870 3,903 4,076 3,967 5,002 3,784 
特定労働者派遣事業(億円) 
(△5.7) (△13.8) (△4.6) (0.9) (4.4) (△2.7) (26.1) (△24.4) 
10,808 9,488 9,319 10,172 11,827 13,335 15,706 14,605 
合計(億円) 
(△0.8) (△12.2) (△1.8) (9.2) (16.3) (12.8) (17.8) (△7.0) 
320 286 279 310 348 391 390 359 一般労働者派遣事業(百万円) 
1事業所あたりの売上 (4.6) (△10.6 (△2.4) (11.1) (12.3) (12.4) (△0.3) (△7.9) 
99 94 92 91 94 97 118 99 特定労働者派遣事業(百万円) 
1事業所あたりの売上 (△2.9) (△5.1) (△2.1) (△1.1) (3.3) (3.2) (21.6) (△16.1) 
88 
 2000(H12) 2001(H13) 2002(H14) 2003(H15) 2004(H16) 2005(H17) 2006(H18) 2007(H19) 
12,847 15,606 18,101 19,136 23,280 33,263 44,082 50,220 
一般労働者派遣事業(億円) 
(18.7) (21.5) (16.0) (5.7) (21.7) (42.9) (32.5) (13.9) 
3,870 3,856 4,371 4,478 5,335 7,088 10,107 14,425 
特定労働者派遣事業(億円) 
(2.3) (0.4) (13.4) (2.4) (19.1) (32.9) (42.6) (42.7) 
16,717 19,462 22,472 23,614 28,615 40,351 54.189 64,645 
合計(億円) 
(14.5) (16.4) (15.5) (5.1) (21.2) (41.0) (34.3) (19.3) 
374 407 363 340 343 300 314 311 一般労働者派遣事業(百万円) 
1事業所あたりの売上 (4.2) (8.8) (△10.8) (△6.3) (0.9) (12.5) (4.7) (△1.0) 
105 102 100 94 90 76 71 74 特定労働者派遣事業(百万円) 









































































売上高（一般） 売上高（特定） 売上高合計 1事業所当りの売上高（一般） 1事業所当りの売上高（特定）  
出典 厚生労働省労働者派遣事業報告書 http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 下記報道資料の数値を基に著書が作成 
平成12年12月22日報道発表資料 http://www2.mhlw.go.jp/kisya/syokuan/20001222_01_sy/20001222_01_sy.html 
平成 16年 2月 13日報道発表資料 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2004/02/h0213-1.html 
平成 20年 12月 26日報道発表資料 http://www.mlw.go.jp/houdou/2008/12/h1226-3.html 
 
図 36  労働者派遣事業に係る売上高（1992 年～2007 年） 
 
 













表 6  産業別雇用の推移（2002 年～2008 年） 
 

















2002(H14) 504 1111 155 305 978 161 268 440 252 75 683 217 
対前年度増減 -11 -20 4 7 -4 -7 -5 29 -1 3 -1 10 
2003(H15) 493 1091 159 312 974 154 263 469 251 78 682 227 
対前年度増減 -17 -25 8 -8 -7 -2 -2 29 3 3 34 6 
2004(H16) 476 1066 167 304 967 152 261 498 254 81 716 233 
対前年度増減 -18 -7 4 -5 8 -1 -1 17 5 -5 34 6 
2005(H17) 458 1059 171 299 975 151 260 515 259 76 750 229 
対前年度増減 -5 23 5 7 1 -2 -3 21 1 -2 31 -7 
2006(H18) 453 1082 176 306 976 149 257 536 260 74 781 222 
対前年度増減 -4 9 15 0 4 0 9 11 -1 -3 -2 4 
2007(H19) 449 1091 191 306 980 149 266 547 259 71 779 226 
対前年度増減 -12 -14 11 -2 -3 10 -2 18 4 -15 13 -3 
2008(H20) 437 1077 202 304 977 159 264 565 263 56 792 223 
本統計データには農林業、非農林業（漁業,鉱業,ガス,熱供給,水道業,不動産業,分類不可の産業）を含んでいない          単位（万人）  
















表 7  派遣（一般労働者派遣及び特定労働者派遣）事業者数（1992 年～2007 年） 
 
 1992(H4) 1993(H5) 1994(H6) 1995(H7) 1996(H8) 1997(H9) 1998(H10) 1999(H11) 
一般労働者派遣事業者数 2,032 2,005 2,070 2,105 2,354 2,632 3,026 3,352 
特定労働者派遣事業者数 7,231 6,610 6,688 6,914 7,165 6,627 6,985 6,326 
合計事業者数 9,263 8,615 8,758 9,019 9,519 9,259 10,011 9,678 
 2000(H12) 2001(H13) 2002(H14) 2003(H15) 2004(H16) 2005(H17) 2006(H18) 2007(H19) 
一般労働者派遣事業者数 4,023 4,728 6,551 7,670 9,273 14,688 18,028 20,095 
特定労働者派遣事業者数 6,307 6,843 8,104 9,134 11,005 16,673 23,938 30,014 
合計事業者数 10,330 11,571 11,571 16,804 20,278 31,361 41,966 50,109 
 


































一般労働派遣事業者数 特定労働派遣事業者数 合計  
   出典 厚生労働省労働者派遣事業報告書 http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 下記報道資料の数値を基に著書が作成 
平成 12年 12月 22日報道発表資料 http://www2.mhlw.go.jp/kisya/syokuan/20001222_01_sy/20001222_01_sy.html 
平成 16年 2月 13日報道発表資料 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2004/02/h0213-1.html 
平成 17年 2月 18日報道発表資料 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/02/h0210-1.html 
平成 20年 12月 26日報道発表資料 http://www.mlw.go.jp/houdou/2008/12/h1226-3.html 
 







労働者派遣事業では 2005年度が 1,151事業所、2006年度が 3,347事業所（対前年度比 190.8%）、
2007年度が 7,006事業所（対前年度比 109.3%）、同じく特定労働者派遣事業では 2005年度が 556
事業所、2006年度が 1,854事業所（対前年度比 233.5%）、2007年度が 3,309事業所（対前年度
比 78.5%）と 2004年の規制緩和後に多数の事業者が市場に参入したことが確認できる。 
 なお、労働者派遣の実績のあった全事業所（全体）に占める製造業務に派遣を行った事業者の
割合は、一般労働者派遣事業では 2005年度が 17.4%、2006年度が 23.6%、2007年度が 43.4%、







































































労働者派遣の実績のあった事業所 製造業への派遣を行った事業所 割合（全体の事業所に占める製造業の割合）  
   出典 厚生労働省労働者派遣事業報告書 http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 下記報道資料の数値を基に著書が作成 
平成 19年 12月 28日報道発表資料 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2007/12/h1228-2.html 
平成 20年 12月 26日報道発表資料 http://www.mlw.go.jp/houdou/2008/12/h1226-3.html 
 





上の売上のある企業の占める割合は 1998年が 10.5%、2003年が 8.3%、2007年が 6.7%、特定労
働者事業においては 1998年が 2.3%、2003年が 1.4%%、2007年が 0.8%となる。もっとも大き
い割合を占めているのは一般労働者派遣事業で売上 1 億円～5 億円帯の企業（1998 年が 38.7%、
2003年が 27.5%%、2007年が 34.8%）であり、特定労働者派遣事業においては売上 1,000万円
～5,000万円帯の企業（1998年が 2.3%、2003年が 36.7%、2007年に関しては 1,000万円未満が
もっとも多く 37.1%、1,000万円～5,000万円帯は 36.1%であった）であることが確認できる。 
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出典 厚生労働省労働者派遣事業報告書 http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 下記報道資料の数値を基に著書が作成 
平成 12年 12月 22日報道発表資料 http://www2.mhlw.go.jp/kisya/syokuan/20001222_01_sy/20001222_01_sy.html 
平成 17年 2月 18日報道発表資料 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/02/h0210-1.html 
平成 20年 12月 26日報道発表資料 http://www.mlw.go.jp/houdou/2008/12/h1226-3.html 
 
図 39  売上高ランク別事業者数の推移（1998 年, 2003 年, 2007 年度の比較） 
 
 
なかでも 1000億以上の売上高（対象年度は 2007年度）を占める事業者（図 40参照）はスタ
ッフサービス 357,419百万円、パソナ 236,945百万円（うち派遣売上高は 208,810百万円）、テ
ンプスタッフ 236,757 百万円（うち派遣売上高は 227,909 百万円）、リクルートスタッフィング
223,856 百万円、アデコ 223,228 万円、5 社売上高の合計が 1,241,222 百万円と業界全体のおお
よそ 25%（5社は一労働者派遣事業に特化したいわゆる登録型派遣事業者であることから、2007











が 54.5%（全派遣労働者 895,274人中 470,769人）、2003年が 50.1%（全派遣労働者 2,362,380





























10億円以上 5億円～10億円 1億円から5億円 5,000万円～1億円 1,000万円～5,000万円 1,000万円未満


























































出典 http://www.jinzaibf.co.jp/toukei.html の数値を基に著書が作成 





















表 8  派遣先件数と 1事業所あたりの派遣先件数平均値（1992 年～2007 年） 
 
 1992(H4) 1993(H5) 1994(H6) 1995(H7) 1996(H8) 1997(H9) 1998(H10) 1999(H11) 
一般労働者派遣 派遣先件数 158,325 154,098 150,039 158,838 198,197 256,606 240,186 241,819 
特定労働者派遣 派遣先件数 25,240 22,052 21,023 22,990 23,688 22,675 44,860 22,620 
派遣先件数合計 183,565 176,150 171,062 181,828 221,885 279,281 285,046 264,439 
一般労働者派遣（1事業所） 83 81.2 76.7 78.7 89 107.1 87.5 78.2 
特定労働者派遣（1事業所） 5.3 5.1 5 5.4 5.4 5.6 10.6 10.6 
 2000(H12) 2001(H13) 2002(H14) 2003(H15) 2004(H16) 2005(H17) 2006(H18) 2007(H19) 
一般労働者派遣 派遣先件数 269,321 319,924 338,439 401,345 467,565 619,702 789,523 1,192,252 
特定労働者派遣 派遣先件数 23,896 25,918 24,776 23,508 29,553 29,553 70,581 77,501 
派遣先件数合計 293,217 345,842 363,215 424,853 497,118 659,531 860,104 860,104 
一般労働者派遣（1事業所） 79 82.3 68.3 72.5 69.5 55.3 55.6 73.9 







































一般労働者派遣事業 特定者労働派遣事業 合計 一般労働者派遣事業（1事業所） 特定労働者派遣事業（1事業所）  
出典 厚生労働省労働者派遣事業報告書 http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 下記報道資料の数値を基に著書が作成 
平成 12年 12月 22日報道発表資料 http://www2.mhlw.go.jp/kisya/syokuan/20001222_01_sy/20001222_01_sy.html 
平成 17年 2月 18日報道発表資料 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/02/h0210-1.html 
平成 20年 12月 26日報道発表資料 http://www.mlw.go.jp/houdou/2008/12/h1226-3.html 
 






図 42は 1992年から 2007年までの派遣労働者数（一般派遣労働者及び特定派遣労働者）を示
したものである。厚生労働省が調査を開始した 1992年、653,598人であった派遣労働者数は派遣
対象業務が原則自由化（ただし港湾運送、建設、警備、医療、製造業務は禁止）された 1999 年
には 100万人に達し、2002年には 200万人、2006年には 300万人と急激な増加傾向にある。 
うち製造業務に従事した派遣労働者数43は 2005年が全体で 69,647人（一般労働者派遣事業が
61,188人、特定労働者派遣事業が 8,459人）、2006年が全体で 240,179人（一般労働者派遣事業
が 208,805 人、特定労働者派遣事業が 30,438 人）、2007 年度が全体で 460,672 人（一般労働者
派遣事業が 403,534人、特定労働者派遣事業が 57,138人）となる。 
また派遣労働者数について、派遣実績のあった 1派遣元事業所あたりの 1992年から 2007年ま












③（特定）常用雇用労働者数 80,909 69,934 69,996 69,630 68,941 66,328 72,754 62,859 135,451 141,111 150,781 138,887 146,387 156,850 220,734 303,192
②（一般）登録者数 503,156 436,336 437,000 469,339 572,421 695,045 749,635 892,234 1,113,521 1,449,352 1,791,060 1,986,974 1,844,844 1,933,982 2,343,967 2,795,999
①（一般）常用雇用労働者数 69,533 68,416 68,883 73,087 82,886 93,957 72,885 112,856 137,392 157,450 187,813 236,519 274,813 455,782 645,767 741,644
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
 
出典 厚生労働省労働者派遣事業報告書 http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 下記報道資料の数値を基に著書が作成 
平成 12年 12月 22日報道発表資料 http://www2.mhlw.go.jp/kisya/syokuan/20001222_01_sy/20001222_01_sy.html 
平成 16年 2月 13日報道発表資料 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2004/02/h0213-1.html 
平成 20年 12月 26日報道発表資料 http://www.mlw.go.jp/houdou/2008/12/h1226-3.html 
 




                                                   
43 平成 18年 3月 1日施行の労働者派遣法施行規則第 17条第 2項に規定する労働者派遣事業報告書により製造業務について労
働者派遣を行った実績を把握することが可能となる。なおここで記述した製造業務に従事した派遣労働者数は 2005年、2006
年、2007年いずれも 6月 1日時点の実績である。 

































表 9  業種別派遣労働者数と派遣料金（1999 年 6月 1日時点, 2007 年 6 月 1 日時点のデータの比較） 
 
1999(H11) 6月 1日時点 2007(H19)6月 1日時点  
一般労働者派遣事業 特定労働者派遣事業 一般労働者派遣事業 特定労働者派遣事業 
業務名(派遣可能な 26業種） 労働者数 派遣料金 労働者数 派遣料金 労働者数 派遣料金 労働者数 派遣料金 
(01号)ソフトウェア開発 9,641 23,372 25,468 29,313 34,891 24,425 41,133 30,360 
(02号)機械設計 17,302 19,500 23,926 25,009 28,452 21,299 33,012 26,810 
(03号)放送機器等操作 1,843 23,858 2,941 23,301 2,448 18,133 2,689 23,959 
(04号)放送番組等演出 1,140 20,533 2,106 21,587 2,119 17,063 2,043 22,244 
(05号)事務用機器操作 161,797 14,810 13,507 18,136 396,341 14,595 18,362 18,823 
(06号)通訳・翻訳・速記 2,438 24,983 102 24,247 5,774 19,992 313 22,695 
(07号)秘書 7,523 17,081 795 16,549 5,498 16,276 239 18,661 
(08号)ファイリング 27,836 14,291 1,387 17,357 22,115 13,990 1,687 17,499 
(09号)調査 6,197 16,115 168 24,316 5,941 17,245 600 26,266 
(10号)財務処理 52,272 15,176 518 15,309 68,161 15,040 3,317 18,460 
(11号)取引文章作成 24,721 16,359 1,337 17,876 32,183 16,153 1,186 22,682 
(12号)デモンストレーション 4,045 17,521 638 22,728 9,802 16,213 525 23,799 
(13号)添乗 5,834 14,863 280 15,025 5,838 14,212 295 13,781 
(14号)建築物清掃 694 13,776 1,392 11,612 4,286 11,337 1,334 11,785 
(15号)建築設備運転・点検・整備 205 17,896 788 20,206 5,090 17,868 4,137 22,077 
(16号)受付・案内・駐車場管理 18,054 14,659 805 13,988 32,667 13,579 1,027 14,819 
(17号)研究開発 2,612 18,828 244 27,299 31,968 18,560 13,160 27,238 
(18号)事業の実施体制の企画 110 21,658 30 21,759 3,677 22,884 769 31,247 
(19号)書籍等の製作・編集 1,055 17,186 21 20,754 4,361 16,570 401 23,379 
(20号)広告デザイン 515 18,068 45 29,317 3,074 16,513 236 22,292 
(21号)インテリアコーディネータ 1,144 16,362 152 19,829 1,492 15,772 183 21,245 
(22号)アナウンサー 88 27,592 53 20,803 525 19,131 107 25,258 
(23号)OAインストラクション 2,043 21,217 101 25,815 6,213 18,321 707 25,388 
(24号)テレマーケティング 10,289 14,699 257 15,193 58,083 14,325 1,692 20,304 
(25号)セールスエンジニア・金融商品営業 328 21,904 35 32,676 5,591 20,026 1,541 30,666 
(26号)放送番組等の大道具・小道具 118 16,350 7 20,261 1,202 14,329 69 24,140 
*1 各業務の番号（26 業種）は労働派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備に関する法律施行令第4条の号番号である。 
*2 一般派遣労働者事業の労働者数は①常用雇用労働者、②常用雇用以外の労働者の合計である。 
*3 派遣料金はいずれも労働者派遣のあった事業について各事業所の派遣料金を単純平均したものである。 
*4 各事業所の派遣料金は派遣労働者1人 1日（8 時間）当たりの平均額である。 
出典 厚生労働省労働者派遣事業報告書 http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 下記報道資料の数値を基に著書が作成 
平成 12年 12月 22日報道発表資料 http://www2.mhlw.go.jp/kisya/syokuan/20001222_01_sy/20001222_01_sy.html 
























































































（607） 5539 3399 1760 1152 821 331 140 320 148 65.9% 34.1% 





*1 正規従業員 勤め先で一般職員や正社員などと呼ばれている労働者。 

























出典 大野圭一朗（University of California, San Diego Bio Engin Dept）,  kono＠ucsd.edu に追記 



































































となる。（国内第 2位のキャリアである KDDIは 2008年度:195億円と NTTドコモの 1／5程度
の実績となる）また NTTドコモにおける 2008年度の特許出願件数は、国内が 840件、海外が約







表 11  各国の携帯電話市場 
 
 日本市場 英国市場 中国市場 米国市場 韓国市場 





b. 独自の通信サービス 豊富 やや少ない 少ない 少ない 豊富 
c. 端末メーカ 日本メーカが主 海外大手メーカ 海外大手と中国メーカ モトローラと海外大手 韓国メーカ 
d. 端末開発へのキャリアの関与 主導的 部分的 ほとんどない 小さい 部分的 
e. 流通へのキャリアの関与 支配的 やや大きい 極めて小さい 大きい 部分的 
f. キャリアのビジネスモデル 完全な垂直統合 水平分業の傾向が強い 水平分業 やや水平分業 水平分業の傾向が強い 
g. パワー キャリア>メーカ キャリア<メーカ キャリア<メーカ キャリア=メーカ キャリア<メーカ 




り日本メーカにおいては生き残りをかけるため、今後事業統合が相次ぐことが予測される。2009 年 9 月 14 日、NEC、日立製作所、カシオ計算機の3 社は携帯電話端末事業を統合す
ることで合意した。国内の縮小傾向にある端末市場において開発リソースの効率化やコスト低減、今後成長が見込めるアジアやインド市場への本格的な進出を図るためのものである。 
参考： 2008 年度国内における端末の市場シェアは、シャープ（21.8%）,パナソニック（16.8%）,NEC（11.9%）,富士通（10.1%）,エリクソン（8.4%）,東芝（7.7%）,京セラ（5.3%）,カシオ
（4.6%）,日立（3.7%）,その他（9.7%）の順となる。カシオと日立は、2004 年 4 月に合弁会社であるカシオ日立モバイルコミュニケーションズを設立しており、2008 年度の売上高は 1,570
億円、出荷台数は380 万台である。NECは売上高2,314 億円、出荷台数510 万台であり、この両社が統合することで、売り上げ規模は4,000 億円弱、出荷台数は約900 万台とな








する設備投資額は表 12 に示したとおりである。（NTT ドコモの Super3G に関しては W-CDMA




表 12  LTE 各キャリアの開設計画の概要 
 
 E-Mobile NTTドコモ SoftBank Mobile KDDI 
希望周波数帯 1.7GHz帯/10MHz 1.5GHz帯/15MHz 1.5GHz帯/10MHz 1.5GHz帯/10MHz 
採用技術 DC-HSDPA LTE（5MHz,2X2MIMO） LTE（15MHz,2X2MIMO） 
DC-HSDPA 
LTE（5MHz,2X2MIMO） LTE（10MHz,2X2MIMO） 







運用開始時期 2010年 9月 2010年 7月 2011年 1月 2011年 11月 
サービス開始時期 2010年 9月 2010年 12月 2011年 7月 2012年 12月 
エリア展開（2014年度末） 6,388局（75.2%） 20,700局（50.10%） 9,000局（60.63%） 29,361局（96.5%） 
設備投資額（2014年までの累計） 644億円 3,430億円 2,073億円 5,150億円 
加入数見込み 295万加入 1,774万加入 541万加入 984万加入 
出典 総務省資料 http://www.soumu.go.jp/menu_news/index.html 下記報道資料を一部修正 







                                                   
44 詳細はMCF発表統計データ http://www.mcf.to/press/images/MobileContent_market_scale2008.pdf「2008年モバイルコ
ンテンツ関連市場規模」2009年 7月 17日プレスを参照。 
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ソースは NTT ドコモテクニカルジャーナル Vol.7 No2（1999）New Technology Report 
 

























































表 13  モバイルコンテンツ市場規模（2005 年から 2008 年） 
 
 2005年 2006年 2007年 2008年 
①モバイルコンテンツ市場 3,150億 3,666億 4,272億 4,835億 
②モバイルコマース市場 4,074億 5,641億 7,329億 8,689億 
モバイルコンテンツ市場合計 7,224億 9,307億 11,601億 13,524億 
出典 MCF http://www.mcf.to/press/images/MobileContent_market_scale2008.pdf を一部修正 
















                                                   












 80年代はメインフレームの全盛期であったものの 1990年代になると、異なる S曲線が姿を現














 RDBMSは 1970年に Edger Frank Codd[1923-2003]によって提唱された SQL（1970年代に
IBM の研究プロジェクトで開発された DB である SystemR に実装されていた SEQUELをベー
スに ANSIによって規格化、ISOによって標準化されたものである）を利用し自由な形式でデー
タ定義及びデータ操作を行うことのできるデータベースモデルである。 
1977 年、Edger Frank Codd[1923-2003]に触発された Larry Ellison[1944-]が Software 
Development Lab（現 Oracle）を設立、1979年にリリースした RDB である Oracle2が初の商
用化であり、1980年代になると Informix（2001年に IBMが買収）、Sybase、IBM、Microsoft
など多くの企業が RBDを市場に投入した。 








可するという規制緩和がなされてから 5 年後の 1963 年、MCI は FCC に対してシカゴ、セント
ルイス間におけるマイクロウェーブによる専用線サービス網建設の許可を申請。 




 新しい市場である専用線市場に参入することのできた MCIは、専用線の片隅で AT&T の市内






することで AT&Tと FCCの敗訴が確定、これにより 1980年 11月、FCCは全ての長距離通信の


















































（Asynchronous JavaScript and XML）である。Ajaxとは、XML形式のデータを JavaScript
で処理することで、Browser の HTTP によるページ遷移とは非同期でサーバと通信を行い、
DHML を利用して動的に必要なページ内容を変更する仕組みを指したものであり、Google が







転換である）などに加えて SaaS（Software as a Service／様々なアプリケーションをネットワー
ク経由のサービスとして提供する形態）、PssS（Platform as a Service／システムを構築するため
のプラットフォーム（開発キットや DB等）をネットワーク経由のサービスとして提供する形態）、






業構造は超大手が約 1200社、大手は約 1万社（従業員数 1,999人以下）、中堅は約 13万社（従









（Digital Subscriber Line）とケーブルテレビのケーブル網を用いたアクセスである。 
111 
既存の市内網を有していた RBOCsは当然のことながら xDSLによるブロードバンド戦略による














 国内においては、NTTが 1999年 12月の試験サービス（最大 512kbpsで月額 5,100円）を経
て 2000年に 12月に[フレッツ ADSL]（最大 1.5Mbpsで月額 4,600円）を開始、2001年には最
大 8Mbpsを月額 3,100円で、2002年 11月には 12Mbpsを月額 3,200円にてユーザへの提供を
行った。（NTT東では 2002年 12月に最大 1.5Mbpsを月額 2,600円で、最大 8Mbpsを月額 2,650
円で、最大 12Mbpsを月額 2,700円とし、NTT西も東同様に 2003年 3月より 2,700円、2,800
円、2,900円での提供を開始） 
 これら通信料金の値下要因は SoftBankによるものである。SoftBankが 2001年 6月に発表し
た ADSLサービス[YahooBB]は NTT東西、イーアクセスなどの他社が提供している ADSLより
も高速で料金は半額程度であった。YahooBB は最大速度が 8Mbpsと当時では高速のうえ月額料
金は 3 千円程度と、既存事業者の提供しているサービス（最大速度は 1.5Mbps, 月額料金は 5,6
千円程度）に対して破壊的であった。その営業手法にも問題があったのも事実であるが、このロ
ーエンド破壊により各社の月額料金は SoftBank に対抗できる価格にまで下がり、通信速度も
8Mbps > 12Mbps > 24Mbps > 40Mbpsと次々と高速化か進み、国内におけるブロードバンドの
普及に貢献した。（その他、Softbankは 2004年になると直収電話49サービス[おとくライン]で固
                                                   
49 SoftBankが直収電話サービスの検討を始めたきっかけは基本料金にあるといわれている。2004年度の電話料金の総額は約 3






 メタルや専用線サービスに加え、NTT は 2001 年 8 月に、FTTH[B フレッツ]、2009 年には
NGN[光ネクスト]の商用サービスを開始、KDDI は電力会社の光インフラで参入、2009 年には
SoftBankが Bフレッツの提供を開始するなど、競争が激化すると共に、メタルから光へのマイ
グレーションが進んでいる。（総務省 2009年 9月 18日の発表によれば、同年 6月末時点のブロ






















                                                                                                                                                               



























                                                   
50 国際ローミングサービスを推進するために、アジア太平洋地域のキャリア 8社で（NTT DoCoMo,Far EasTone Telecom（台
湾）,Hutchison Essar（インド）,Hutchison Telecom（香港）,KT Freetel（韓国）,PT Indosat（インドネシア）,StarHub（シ
ンガポール）,Smart Communications（フィリピン））アライアンスを結成、国際サービス分野での事業推進を図る。 
51 NTT ドコモ（1999年開始）、KG Telecom（台湾 2002年開始）、Bouygues Telecom（フランス 2002年開始）、BASE（ベル
ギー2002年開始）、KPN（オランダ 2002開始）、Telefonica Moviles（スペイン 2003年開始）、WIND（イタリア 2003年開始）、
Cosmote（ギリシャ 2004年開始）、Cellcom（イスラエル 2005年開始）、O2（英国 2005年開始）、O2（アイルランド 2005年
開始）、StarHub（シンガポール 2005年開始）、GLOBUL（ブルガリア 2006年開始）、Cosmote（ルーマニア 2007年開始）、
Hutchison Telecom（香港 2007開始）、Smart Communications（フィリピン 2008年開始）、契約数にして 5,400万に上る。





資（2005年度）、Guam Cellular（グアム）を83億円で買収（2006年度）、Philippine Long Distance 
Telephone Company（フィリピン）へ867億円出資（2007年度）、U Mobile Sdn Bhd（マレーシ





































表 14  株式会社 A社企業概要 
 
社名 株式会社 A社 
所在地 東京都中央区銀座（おおよそ 18㎡の広さの事務所） 
設立 2006年 5月（決算月は 3月） 
資本金 1000万円 





























出典 株式会社 A社の許可を得て掲載 
 
 














































総務省が発行したガイドライン52によればMNNE（Mobile Virtual Network Enabler）とは次
のとおりである。MVNEとは、MVNO53との契約に基づき当該MVNOの事業の構築を支援する
事業を営む者（当該事業に係る無線局を自ら開設・運用している者を除く）と定義する。 
MVNE は今後の MVNO の多様なビジネス展開において重要な役割を果たすと考えられるが、
現時点ではそのビジネスモデルが必ずしも確定しているものではないことにかんがみ、ここでは






















                                                   
52 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/pdf/080519_1_bt1.pdf/ 













出典 http://con-x.jp/pdf/Slim2.pdf を一部修正 




れる、旧フィリップスセミコンダクターズ社とソニーが開発した R/W 可能な 13.56MHz 帯を使




な業界や団体が実証実験を行う（クウェート銀行 NFC パイロットを開始／2009 年 10 月54、マ
スターカード インドで NFCトライアルを開始／2009年 9月55、ビザ ブラジルでNFCのパイロ
ット／2009 年 9 月56、Gemalto シンガポールの NFC パイロットで個人サービスを提供／2009
年 6月57など、いずれも各国のキャリアとのスキームによるものである）、あるいはデバイスメー
カなども実装の採用を決定しているなど（次世代 iPhone は RFID 対応が可能になるかもしれな












Con-X Intelligent LinkSelect Middleware 
自動リンク選択切替 （Auto Link Selection） 




リンク外部制御 （External Link Control） 
・Link Load Balance 








・無線 LAN 接続のリモート設定 
・Carriers   ・MVNO   ・PC通信カード&PC OEMs 






第 1期（2006年 5 月） 
2006年 5月に A社を設立。同月、Willcomとの取引を開始。業務内容は 2005年 12月に発売
されたW-ZERO3端末（OSにWindows Mobileを搭載した国内発のスマートフォン）の法人市
場展開である。（業務委託契約に基づきWillcomと契約を締結、原則同社に常駐して作業を行う。） 



















第 1期（2006年 10 月） 
2006 年 10 月には NTT ドコモの子会社であるドコモエンジニアリングとの取引を開始。A 社
































































して提供しつつあり、同社は携帯電話においても同期可能な SaaS 型グループウェア、Hosted 




そ 14社が類似のサービスを展開している Hosted Exchangeサービスであり、au端末においても
PC 同様のサービス（Exchange の機能や自社ドメインのメールアドレスを送受信可能）、あるい
は SharePointを利用できるという他社との差別化を図った SaaS型サービスを指す。 
KDDIは SMB（Small and Medium Business／中堅中小企業）セグメントへ本格的な参入を
図ることを目的として、2008年 4月に同サービスの提供を開始した。なお国内中堅中小企業にお



























出典 ノークリサーチ http://www.norkresearch.co.jp/index.html （許可を得て掲載） 
















































図 48  利用シェア   ①年商 50億円未満（左側）  ②年商 50億円以上（右側） 
 
 
次に SaaS 市場について示す。ノークリサーチによれば、国内 IT 市場（ソフトウェアライ
センス、ハードウェア（サーバ・クライアント・ストレージ・ネットワーク機器・周辺機器）、
サービス（SI・サポート・トレーニング・アウトソーシング）規模は、2007年で 14兆 1千
億円、2008 年は前年比 2.0%拡大で約 14兆 4 千億円、以後年平均 2.0%成長で 2012年には
15兆 6千億円に達すると予測している。なお同社が 2007年より計測を開始した SaaS市場
（SaaS型ソフトウェアの金額規模と SaaSに伴うセットアップ、カスタマイズ、保守金額を
出典 ノークリサーチ http://www.norkresearch.co.jp/index.html （許可を得て掲載） 




含む）規模は IT 市場におけるソフトウェア市場、サービス市場の 0.5%（417 億円）を代替
するという。現在 S曲線上の創世期に位置する SaaS市場は図 49に示したとおり、12年に




















IT市場 141446 144275 147160 150104 153106 156168
SaaS市場 417 866 2207 3663 5137 7746
PaaS市場 34 167 408 755 1602
2007 2008 2009 2010 2011 2012
 
 

































5億円以上50億円未満 50億円以上100億円未満 100億円以上300億円未満 300億円以上500億円未満  
 
図 50  グループウェア SaaS の適正利用料金 
 
単位（億円） 
出典 ノークリサーチ http://www.norkresearch.co.jp/index.html （許可を得て掲載） 
下記プレスリリースを基に著書作成 
SaaS 市場の実態と中期予測調査報告（2008 年 03 月） http://www.norkresearch.co.jp/pdf/2008SaaS.pdf 
2009 年 SaaS 市場の実態と中期予測（2008 年 12 月） http://www.norkresearch.co.jp/pdf/2009SaaS.pdf 
N=325 
出典 ノークリサーチ http://www.norkresearch.co.jp/index.html （許可を得て掲載） 










 A社の財務内容（売上及び経常利益率）は図 51に示したとおり、2007年 3月期（第 1期）売
上 6千万円／経常利益 6百万円、2008年 3月期（第 2期）売上 1億 7千万円／経常利益 8百万
円、2009年 3月期（第 3期）売上 2億円／経常利益 8.5百万円となる。2010年 3月期（第 4期）
は当初売上 3 億円／経常利益 1,500 万円を見込んでいたものの 2008 年夏以降の世界同時不況の
































































ここで代表者である H 氏の略歴について述べておく。H 氏は 2003 年 10 月より通信事業に携
わる。ある知人を通して紹介された会社が沖電気であり、業務内容は沖電気からNTTドコモに出
向して作業を行うというものであった。IT系ベンチャーを退職したのち 1998年から個人事業主







































































































図 52  キャリアパス比較（Ⅰ主試採用職員及びⅡ主試採用職員） 
管区・出向ポスト 本省 
事務次官（34 年目 56歳） 
局長（29 年目 51歳） 
審議官（28 年目 50歳） 
課長（20 年目 42歳） 
A 局 B課室長（19 年目 41歳） 
A 局 B課企画（17 年目 39歳） 
課長補佐（11 年目 33歳） 
 
A 局 A課係長（7 年目 29歳） 
B局 A課係長（3 年目 25歳） 
B局 A課（2 年目 24歳） 
A 局 A課（採用時 22歳） 




課長（33 年目 57歳） 
準課長（31 年目 55歳） 
課長補佐（28 年目 52歳） 
専門官（24 年目 48歳） 
 
係長（10 年目 34歳） 
大臣官房経理（2年目 26歳） 
管区官房採用（採用時 24歳） 
外局課長補佐（25 年目 49歳） 
管区課長補佐（23 年目 47歳） 
管区専門官（21 年目 45歳） 






























表 15  株式会社 B社企業概要 
 
社名 株式会社 B社 
所在地 東京都新宿区西品塾（おおよそ 35㎡の広さの事務所） 
設立 2007年 1月（決算月は 3月） 
資本金 1000万円 
代表取締役 1967年（昭和 42年生）男性／42歳 























































出典 株式会社 B社の許可を得て掲載 




第 1期（2007年 1 月） 
本来 B社が企画し温存していた金融系サービスを一気に立ち上げる予定であったが、予定して
いた資本調達が困難になり戦略転換を余儀なくされる。従い 1期目の 3ヶ月間（2007年 3月まで）





第 2期（2007年 4 月） 
1 期目に予定していた資本調達が困難になったため、2 期目は B 社の持つパフォーマンスを発


























かとの声がかかり快諾、ここから足掛け 2年、図 54に示した同パッケージ開発請負（Index Mobile 
Business Software, 以下 IMBS）は B社にとって最大のプロジェクトとなる。 
 
 
①INDEX 社制 IMBS（モバイル統合パッケージ）コンセプト 
 
②INDEX 社制 IMBS（モバイル統合パッケージ）基本ビジネスフロー 
 
出典 株式会社 B社の許可を得て掲載 
 




































第 3期（2008年 4 月） 
前期に引き続き IMBSの開発を継続、最終的には 2008年 8月に市場に投入する。開発に着手
したのが 2007年 5月であるから 1年 3ヶ月の開発期間を有した案件であった。（現在でもこまか
な部分の保守サポート等を行っているのでプロダクト全体としては 2 年以上の期間を有してい
る）トータルの請負金額は 2億数千万円、稼動人員は述べ 200人／月であったと述べている。 
IMBSを市場に投入するも 9月の金融危機の影響に加え、INDEX自体が三期連続大赤字だった







B社の財務内容（売上及び経常利益率）は図 55に示したとおり、2007年 3月期（第 1期）／
経常利益マイナス 6百万円、2008年 3月期（第 2期）売上 1億 4千万円／経常利益 1,800万円、
2009年 3月期（第 3期）売上 1億 2千万円／経常利益 1000万円となる。2010年度 3月期（第















































































ステムズに移籍し、IT／ビジネス／戦略コンサルタント主席として IT イノベーションと企業 IT
戦略事業企画の推進とメソドロジー構築を行う。（B社のコンサルティングメソドロジーはこの時
代に構築されたと考えることができる）コンサルティングに必要な知識やノウハウ習得を終えた
2006年末にウルシステムズを退社、2007年 1月に B社を設立し現在に至る。 
 




提供するモバイル EC サービス）である。N 氏は同サービスの企画全般、クレジットカード各社
との交渉、加盟店誘致までを幅広く手がけた経験をもつ。 










ったため、I-Modeユーザには受け入れられることができず 2003年 5月のサービスインから 2年











































表 16  B 社組織形態 
 
組織名（実名は省略する） 各組織（シンジケーション組織）のポジショニングと役割 
1: B社 新規事業開発／企画, 戦略／ビジネス／ BPRコンサルティングプロジェクト編成／チームビルディング 
2: 参加組織 1 業務課題分析／施策立案, 新業務設計, PM支援, システム化企画・概要設計, 教育／定着支援, 業務標準化 
3: 参加組織 2 先端システム開発／設計／テスト, 技術標準化, 技術評価／選定／フレームワーク構築 































































































































新たな知識の獲得：  顧客（業務）から知識を吸収することで自身の知識の拡大を図る 
以下に A社、B社と顧客企業との学習効果比較をそれぞれ図として示した。事例でも取り上げ






たとおり、A 社と顧客企業との比較では A 社が請負うプロジェクト KBOを、B 社と顧客企業と





7-1-2a 労働者の学習効果比較（A社事例／KDDI 社 KBO プロジェクト）  
 KBO（Hosted Exchangeサービス）は本来エンタープライズ層を市場としていたMSExchange
を、SaaS として SMB 市場向けに月額利用 980円で展開するサービスである。A 社は KDDIと
の業務委託契約に基づき 2008 年 4月より販売企画、営業、導入支援業務、保守業務等を 6 名に
より実施、現在に至る。 
表 19 に示したとおり、2009 年 3 月時点のチーム編成は次のとおりである。ID.1（年齢:47 歳
男性,役割:プロジェクト責任者,業界経験年数:25年）、ID.2（年齢 33歳男性,役割:サブリーダ,業界
経験年数:13 年）、ID.3（年齢:26 歳男性,役割:営業支援,業界経験年数:6 年）、ID.4（年齢:37 歳男
性,役割:営業支援,業界経験年数:7 年）、ID.5（年齢:38 歳男性,役割:SE,業界経験年数:14 年）ID.6
（年齢:30歳女性,役割:営業,業界経験年数:6ヶ月）なお ID.5及び ID.6の両名に関してはスタート














表 17  プロジェクトチーム構成 
 
ID 性別 年齢 属性 役割 経験年数 特機事項 
1 男性 47 A社取締役 責任者 25年 一部上場企業で 25年の就業経験を有する。IT系に関しては様々な分野の知識を持ち、コーディネート力、企画力などに卓越している。 








4 男性 37 外注 営業+SE 7年 以前は固定系大手通信会社（派遣契約）で固定回線の営業を担当。雇用形態に関しては特に意識はしていない。現在は個人事業主。 
5 男性 38 契約社員 SE 14年 以前は固定系大手通信会社（派遣契約）で固定回線の SE業務を担当。NW系に関しての高い技術力を有する。 
6 女性 30 契約社員 営業 6ヶ月 















この結果図 56に示したとおり、業務を開始した 2008年 4月から 2009年 1月までの KBOに






















KDDI ID.1 ID.2 ID.3 ID.4 ID.5 ID.6
KDDI 0.0% 10.0% 20.0% 25.0% 25.0% 25.0% 10.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
ID.1 0.0% 30.0% 50.0% 70.0% 80.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.2 0.0% 20.0% 30.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 85.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.3 0.0% 10.0% 20.0% 45.0% 50.0% 50.0% 70.0% 75.0% 75.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.4 0.0% 10.0% 20.0% 35.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 70.0% 80.0% 85.0% 85.0%
ID.5 0.0% 10.0% 15.0% 20.0% 35.0% 50.0% 30.0% 40.0% 60.0% 80.0% 90.0% 90.0%
ID.6 0.0% 20.0% 30.0% 30.0% 40.0% 50.0% 0.0% 10.0% 20.0% 20.0% 30.0% 30.0%
2008/4/1 2008/5/1 2008/6/1 2008/7/1 2008/8/1 2008/9/1 2008/10/1 2008/11/1 2008/12/1 2009/1/1 2009/2/1 20093/1
 
ID5 及び ID6 に関しては要員の入替が上期（2008 年 4月から 2008 年 9月）と下期（2008 年 10 月から 2009 年 3月）であったため異なる。尚表 19（プロジェクト構成）にて記載し
ているプロファイルは下期の要員のプロファイルである。 
著書作成 
図 56  KBO プロジェクトに関する労働者の学習効果比較（2008 年 4 月から 2009 年 3月） 
 
 
7-1-2b 労働者の学習効果比較（B社事例／インデックス社 IMBS プロジェクト） 
IMBS は会員管理、コンテンツマネジメントシステム、高速メール配信、組織間管理、プロモ
ーション機能、マーチャンダイジング機能、ポイント管理機能等を実装するモバイルビジネス統
合パッケージである。B社は INDEXとの業務委託契約に基づき 2007年 5月より開発請負をファ




図 57 に示したとおり B 社がネットワークするファブレス型組織を示せば、各層の上下関係で
はなく、専門的な領域としての各組織があり、このネットワークで IT全体をカバーしていること
































た 2007年 5月から 2008年 8月までの IMBSに関する知識の平均値は INDEXの 8%に比較して





⑤ソフトハウス （*IMBS プロジェクトでは ID4 の領域） 
③IT コンサルティング （*IMBS プロジェクトでは ID2,ID3 の領域） 
②ビジネスコンサルティング （*IMBS プロジェクトでは ID1[B社]の領域） 













INDEX ID.1 ID.2 ID.3 ID.4
INDEX 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
ID.1 70.0% 80.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.2 50.0% 70.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.3 50.0% 70.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.4 50.0% 60.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
2007/5/1 2007/6/1 2007/7/1 2007/8/1 2007/9/1 2007/10/1 2007/11/1 2007/12/1 2008/1/1 2008/2/1 2008/3/1 2008/4/1 2008/5/1 2008/6/1 2008/7/1 2008/8/1
 
著書作成 






















他のキャリアが A 社の事例で示した KBOに類似したクラウド型のサービスを提供したとき、


























































A社 B社  
著書作成 








考察① A社と B社の良好な業績の原因は A社、B社の技術力の高さと素早学習能力によると
考えられる。 
その様子を労働者の学習習熟度テストとして調査を実施し、検証を試みた。 
考察② A 社、B 社の業務形態／組織構造は、前記を導くコミュニケーションに適したもので
あったと考えられる。 





 6章でも述べたとおり A 社と B 社の業績は比較的よい。図 60に示したとおり、A社の財務内
容（売上及び経常利益率）は 2007年 3月期（第 1期）売上 6千万円／経常利益 6百万円、2008
年 3月期（第 2期）売上 1億 7千万円／経常利益 8百万円、2009年 3月期（第 3期）売上 2億
単位（万円） 
152 
円／経常利益 8.5百万円、2010年 3月期（第 4期）計画売上 2億円／経常利益４百万円、2011
年 3月期（第 5期）計画売上 2.5億円／経常利益 1,000万円である。 
B 社の財務内容（売上及び経常利益率）は 2007年 3月期（第 1期）／経常利益マイナス 6百
万円、2008年 3月期（第 2期）売上 1億 4千万円／経常利益 1,800万円、2009年 3月期（第 3
期）売上 1億 2千万円／経常利益 1000万円、2010年度 3月期（第 4期）は計画売上 1億円／経
















































































売上 経常利益  
図54,図 55 再掲 



























図56,図 58 再掲 



















KDDI ID.1 ID.2 ID.3 ID.4 ID.5 ID.6
KDDI 0.0% 10.0% 20.0% 25.0% 25.0% 25.0% 10.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
ID.1 0.0% 30.0% 50.0% 70.0% 80.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.2 0.0% 20.0% 30.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 85.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.3 0.0% 10.0% 20.0% 45.0% 50.0% 50.0% 70.0% 75.0% 75.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.4 0.0% 10.0% 20.0% 35.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 70.0% 80.0% 85.0% 85.0%
ID.5 0.0% 10.0% 15.0% 20.0% 35.0% 50.0% 30.0% 40.0% 60.0% 80.0% 90.0% 90.0%
ID.6 0.0% 20.0% 30.0% 30.0% 40.0% 50.0% 0.0% 10.0% 20.0% 20.0% 30.0% 30.0%











INDEX ID.1 ID.2 ID.3 ID.4
INDEX 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
ID.1 70.0% 80.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.2 50.0% 70.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.3 50.0% 70.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%
ID.4 50.0% 60.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0%






















































  これらを五感で体験し暗黙知として蓄積されている 
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表 18  労働者の業務形態比較（A 社と NTT ドコモ） 
 
 A社 NTTドコモ法人事業部内の一部門 
①組織構造 ネットワーク型（階層は無くフラットな構造） 階層型構造 
②組織における個の自由度 自由度は高く自律的 自由度は低く制約がある 
③組織における個の組替 組替は自由（本人の希望を重視） 階層型組織構造 
④組替の基盤 本人の希望により行われる 指揮命令により行われる 
⑤学習方法 客先（現場） 社内の各種研修制度 
⑥一日の作業時間 定めは無し（但しコアスタッフのみ） 9:30-18:00（残業規制有）主査課長など役職は多忙 
⑦ミーティング頻度 普通 非常におおい（形式上のものも多くある） 
⑧ミーティング密度 密度は非常に濃い 担当の範囲内に関しては密 
⑨部内（上長）への報告業務 ほとんどない 頻繁 
⑩モチベーションの要素 自由度／月額報酬 昇進／ボーナス 
⑪報酬 成果報酬／契約できた金額による 等級により定められる 
著書作成 
表 19  労働者の業務形態比較（B 社と INDEX） 
 
 B社 INDEX 
①組織構造 ネットワーク型（階層は無くフラットな構造） 階層型構造 
②組織における個の自由度 自由度は高い 制約がある 
③組織における個の組替 組替は自由（ファブレスの希望を重視） 制約がある 
④組替の基盤 希望により行われる 指揮命令により行われる 
⑤学習方法 客先（受託案件） 社内の各種研修制度 
⑥一日の作業時間 定めは無し 9:00-18:00 
⑦ミーティング頻度 普通 少ない 
⑧ミーティング密度 密度は非常に濃い 少なくもなく多くもない 
⑨部内（上長）への報告業務 ほとんどない 頻繁 
⑩モチベーションの要素 理念 インセンティブ 
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  （f）知識創造に参加する全員が自律的な行動を促進できるためのやわらなか組織であること 
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要素動作 要素動作 要素動作 要素動作 















  1960 年半ばを過ぎるとアメリカの大企業では、将来を見据えた成長戦略の策定が求められる
ようになる。事業を拡大するうえで、今後の成長戦略の方向性を分析・評価するためのツールで




























Ansoff, “Strategies for diversification”1957 
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製品と事業戦略に関する投資の当否を明らかにする図 68に示した（C）PPM／プロダクト・ポ


















































































Poter, “Five Forces Analysis”1980,1985 
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戦略 -- 他社には真似の出来ない利益を顧客にもたらすことの出来る、企業内部に秘められた固有
のスキルや技術の集合体を中心とした多角化 -- がHamel & Prahalad（1994）によって提唱さ
れる。このコア・コンピタンスという考え方が、未来を見据えた経営戦略として大企業に浸透す
るのである。理論の原点と未来を創造するための戦略に対する考え方は、表 20に要約したとおり
である。（Hamel & Prahalad 1994:43-44 抜擢） 
 
 

































Chesbrough, “Open Innovation Model”, 2003,2006 

































ライセンス提供 > 他社の市場 
スピンオフベンチャー > 新しい市場 





は米国、1996年 2月 8日、通信改革法（「1996年電気通信法 ‒ Telecommunications Act of 1996」）
が引き金である。 
通信改革法は1993年に発足した民主党政権のAl Gore, Jr.[1948-]による情報スーパーハイウェ














1900年にはベルシステムがライセンス供与した Bell Operating Companies（以下 BOCs）と
呼ばれる地域の全電話会社62は、1885年にベル・テレフォン社の子会社として設立された、長距




                                                   
60 ベルのイノベーションの買い取りを断るとき、ウエスタンユニオン社のプレジデントであるウィリアム・オートンは次のよ
うな有名な台詞を口にしている。「この会社が電気を使ったおもちゃごときを、どうやってものにしろとゆうのかね」Christensen 
& Anthony & Roth（2005:36）『明日は誰のものか イノベーションへの最終解』（宮本喜一）翔泳社（原著 2004）.原文 Casson, 
The History of the Telephone. 
61 AT&T、買収により統合された地域電話会社、製造部門であるウエスタンエレクトリック、研究部門であるベル研究所を併せ
てベルシステムと呼ぶ。 
62 1894年から 1904年間の間に 6,000以上の独立系電話会社が誕生した。Christensen & Anthony & Roth（2005:76）『明日は
182 

























                                                                                                                                                               
誰のものか イノベーションへの最終解』（宮本喜一）翔泳社（原著 2004）. 
63 奥野正寛・鈴村興太郎・南部鶴彦（1993:35）『日本の電気通信 競争と規制の経済学』日本経済新聞社. 
64 司法省は 1913年にも反トラスト法違反で AT&Tを訴訟している。第 1次反トラスト訴訟と呼ばれるものであり、一般的に










司法省との和解の道を選択することになる、実に 8年の歳月を費やした 1982 年 1 月、司法省と
AT&T が和解する形で決着。最終的な同意判決（実際には 2 年後の 1984 年に実施された）は下
記の通りである。 
 
① 長距離通信と地域通信を分離し、地域通信においては 22 の BOCs に分割し、AT&T との




















図 71  第 3 次反トラスト法同意判決後の AT&T 
*RBOCs （Regional Bell Operating Companies） 
BOCs を束ねる地域持株会社 







































可するという規制緩和がなされてから 5 年後の 1963 年、MCI は FCC に対してシカゴ、セント
ルイス間におけるマイクロウェーブによる専用線サービス網建設の許可を申請。 
 1959年の規制緩和に対抗し AT&Tが TELPAKという専用回線サービスを、競争的な価格にて
大口顧客に提供し始めていたこともあり 1969 年、FCC は MCI の申請を許可66、同様の申請が
MCIの関連会社より大量になされるも 1971年 FCCは申請を一括許可し、市場に競争原理が導入
された。 
 新しい市場である専用線市場に参入することのできた MCIは、専用線の片隅で AT&T の市内




























司法省は長距離通信、地域通信のエリアを区別するために LATA（Local Area and Transport 
Area）を定めることにより全米を 161の LATAに分割したが、ほとんどのエリアにおいて RBOCs
が市場を独占しており、独立系地域通信事業者（Incumbent Local Exchange Carriers／以下
ILEC）がわずかな残りを締めていた。 
1986 年になると FCC による第 3 次コンピュータ裁定67でデータ提供サービスの規制が緩和さ
れ、AT&T への電話通信サービス以外の市場68への参入緩和、1986 年には AT&T と RBOCs の






















になりつつあり、新しい規制体系を確立する必要性から 1996 年 2 月 8 日、通信改革法（「1996



































一企業が所有できる TV 放送局の上限レベルを全米の視聴者の 35％に緩和する。（現行












な費用と時間がかかるため IXC、地域通信事業者（Local Exchange Carriers／以下 LEC）、さら
には CATV 事業者70など巨大なインフラ設備、メディアやコンテンツを含んだ複合的なサービス
を有している企業の買収／大型合併など、業界再編が加速した。 
事実、1993年 10月には NYNEXが CATV事業者の Viacomへの資本参加を発表、1995年 8
月には GTE71とWalt Disney、地域通信会社 3社による家庭向けマルチメディア事業への共同参








ぐ。最初に行われた合併は、SBC Communications（Southwestern Bellが 1995年に改名）に
よる Pacific Telesisの買収（1996年 4月 1日発表、1997年 1月 31日 FCC承認）であり、同じ
月の 4月 22日には Bell Atlanticが NYNEXの買収を発表（1997年 8月 14日 FCC承認）。 
1998年 5月 11日には SBC Communicationsが Ameritechの買収を発表（1999年 10月 6日
承認）し、1984年 7社に分割された RBOCsは 4社に再編される。加えて 1998年 7月 28日に
は Bell Atlanticが最大手 ILECの GTEの買収を発表、2000年 5月７日司法省が条件付きで買収
を承認。（FCCは 2000年 6月 16日に承認）また 1999年 7月 18日には全米で 25,000マイルを
超える大容量光ファイバ網をもつ Qwestが US westの買収を発表、2000年 3月 10日 FCCが承
認。RBOCが RBOC以外の新興企業の傘下となるはじめてのケースとなる。 
当然のことながら開放された市場に新規参入も活発的に行われた。この時期何百社もの企業が
地域通信市場に新規参入する。VCは 1998年から 2000年の間に、設立したての企業に対して 100
億ドル近い資金を投入したという。大半の事業者はインフラを独自に構築することなく、リース
                                                                                                                                                               
69 AT&Tは 1996年電気通信法の成立をうけて、早ければ本年夏の地域電話サービスを表明。 
70 1996年電気通信法が成立する前の 1995年 8月 4日、1934年通信法を大幅改正する通信・放送自由化法案を下院が可決。主
な内容はⅰ.長距離・地域・CATV各社の相互乗入れを許可、ⅱ.一資本による TV会社保有制限を緩和、ⅲ.同一地方での放送局・
新聞会社の同時所有制限を廃止など。 
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出典 The Federal Communications Commission (FCC) Industry Analysis and Technology Division Wireline Competition Bureau Trends in Telephone Service February 
2007:65-66 Nationwide Local Service Revenues and New Competitors' Share, Share of Local Service Revenues のデータを元に著者作成 
 




長距離市場においては前述したとおり AT&Tの独占体制に始まり、1980 年 8 月に全ての長距
離通信事業の自由化が導入されると、MCIに続いて Sprint、WorldComといった大手事業者が参
入を果たしている。Frontier Communicationsや Cable&Wireless、1998年には Qwestが参入





















1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
AT&T MCI Sprint WorldCom All Other Long
Distance Carriers  
（出典） The Federal Communications Commission (FCC) Industry Analysis Division Common Carrier Bureau Trends in Telephone Service March 2000:71-84 TOTAL TOLL 
SERVICE REVENUES - MARKET SHARE(利益ベースで)のデータを元に著者作成 
 







1993年 8月 5日には当時大手移動体通信事業者であった McCaw Cellular Communications
の買収を発表（1994年 9月 9日 FCC 承認）し移動体通信74への参入を表明。同社買収後は、他
の移動体通信事業者などの資本提携等により規模の拡大を図り、1998 年 10 月 5 日 Vanguard 
Cellular Systemsの買収を発表、62万人強の加入者を参加に収める。同年、1998年 1月 18日に
は競争地域通信事業者（Competitive Local Exchange Carriers／以下 CLEC）の買収を発表（1998
年 7月 23日買収完了）、さらに CATV網による地域通信事業の進出を狙い、1998年 6月 24日
CATV最大手 TCIの買収を発表（1998年 12月 30日司法省が承認、1999年 2月 17日 FCCが
許可）、翌 1999年 5月 6日にはMedia One Groupの買収（2000年 6月 15日買収完了）を発表
する。 




                                                                                                                                                               
73 Christensen & Anthony & Roth（2005:76）『明日は誰のものか イノベーションへの最終解』（宮本喜一）翔泳社（原著 2004）. 





におけるサービスの統一化を志向するMCIが、1996年 8月 26日MFS Communications（最大
手の企業向けバイパス事業者）の買収を発表する。 
1997年 9月 8日にはWorldComと AOLが CompuServe（PC通信第 2位）の買収を発表、続
いて 11月 10日にはWorldComがMCIを買収することで両者が合意発表（1998年 9月 14日FCC
承認）した。この当時最大級の買収は当初、既にMCIの 20%の株式を所有していた英 BTにより
行われるものと思われていた。 
発端は 1994年 6月 15日 BTとMCIによる合弁会社 Concertの設立である。2年後の 1996年
6月10日には両者による国際インターネット網の共同構築（サービス名はConcert Internet Plus）
を発表、11月 3日には BTがMCIを買収する意向であることを表明し、1997年 4月 15日に開
催された臨時株主総会にて合併が承認75される。 
5月 14日には欧州委員会が合併計画を正式承認、7月 7日は司法省が、28日には FCCが承認
を下すも、承認直後に発表したMCIの業績が思わしくなかったことから BTが買収金額を 220
億ドルから 170億ドルに引き下げた。このことが引き金で同業他社が買収に名乗りをあげる。 
10月 1日には当時長距離通信 4位であったWorldComが 2位であるMCIに対して 300億ドル






合併に伴う再編（1996年電気通信法成立前後の 1993年～1999年まで）は図 74に要約される。 
                                                   
75 主な内容は次の通りである。ⅰ.新会社は Concertを持株会社とすること、ⅱ.本社はロンドンならびにワシントン DCとし
BTとMCIはそれぞれの国内通信事業を担当する、ⅲ.買収価格は 220億ドルとする。 
76 WorldComによる買収を不服とした GTEは、1998年 5月 7日に反トラスト法違反として買収指し止めをワシントン連邦地
裁に提訴（合併により 40%～60%のインターネット基幹回線を有すること、長距離市場での競争制限などが提訴理由）。MCIは
WorldComとの合併を円滑に図るため 5月 28日には C&Wに同社所有のインターネットバックボーンを 6億 2500万ドルで売
却することを発表、7月 15日にはインターネット事業そのものを 17億 5000万ドルで C&Wに売却。 
77 忘れてはならないのは結果的には白紙となったMCIWorldCom（MCI買収によりMCIWorldComに社名変更）による Sprint
















































































2-5．業界再編にみる AT&T の戦略 























これらは 1997年に CEOに就任したMichael Armstrong78の戦略によるところが大きい。就任
すると直ちに人員削減によるコストカット（現従業員 12万 8000名を 2年間で 15,000名～18,000
名削減）、クレジットカード部門をシティコープに売却するなど、不採算・不要部門の売却を行
いインターネットビジネスへの選択と集中を行う。 
                                                   
78 1938年10月18日ミシガン州デトロイト生まれ。1961年オハイオ州Miami大学卒業後IBMに入社後31年間、パソコン、通信ビ





表。一つが 1分 7.5～9セントで音声を送る AT&T WorldNetVoice。二つ目が、家庭から企業へ

























                                                   
79 大寺廣幸（2002:57-58）「苦悩する巨人 AT&T 会長兼 CEO C. Michael Armstrongの経営の歩み」『郵政研究所月報』2002
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表 22  1993 年から 1999 年までの軌跡 
 
年度 形式 社名 企業形態 金額 理由 
1993,8.5 買収 McCaw Cellular 移動体通信 110億$ 移動体市場への参入 
1996,1,2 人員削減発表（全従業員の 13%に相当する 40,000名削減） 
1996,2,8 電気通信法（Telecommunications Act of 1996）がクリントン大統領の署名によって成立 
1996,2,17 RBOCsとの料金競争に備えるため一般顧客向けの長距離通話料値上げを実施（MCI,Sprintも同じく値上げ） 
1996,2,27 電話回線によるインターネット接続サービスを開始（ISPは米国で推定 1000社超あるも淘汰が加速） 
1997,10 Michael Armstrongが会長兼 CEOに就任 
1997,12,18 AT&Tクレジットカード部門（業界 8位）を銀行持株会社のシティコープに現金 35億ドルで売却 
1998,1,26 
人員削減発表（現従業員 12万 8000名を 2年間で 15,000名～18,000名削減） 
IP電話サービスを柱とする経営改善施策発表 
1998,1,18 買収 TCG CLEC 110億$ 地域通信市場への参入 









1998,10,5 買収 Vanguard Cellular 移動体通信 15億$ インターネット事業強化 
1998,12,8 買収 Global Network Div IBM 50億$ インターネット事業強化 
1999,2,1 提携 Time Warner 総合メディア  
地域通信市場への参入 
CATV網による総合サービス 
1999,5,6 出資 日本テレコム NCC  国際通信網強化 持株比率 15％ 
1999,5,6 買収 Media One Group CATV事業者 580億$ 
地域通信市場への参入 
CATV網による総合サービス 
1999,5,6  MSが AT&Tへ出資  50億$ CATVセットトップボックス戦略 
1999,6,10 提携 NBC 放送局  AT&T 参加の CATV各社に対する NBC のデジタル放送の配信 
1999,9,16 BTとの携帯電話に関する互換性確保に関しての提携合意を発表 









                                                                                                                                                               
年 5月号. 
80 ワールドパートナーズとは、国際通信における統合サービスを証券や金融機関に提供するために AT&T、KDD、Singapore 
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1998年1月8日AT&Tは、全米の主要66都市を含む250の地域のビジネス顧客層に市内電話、
商用のインターネット接続サービスを提供している CLEC 大手の TCG を、110 億ドル相当の株
式交換で買収すると発表、これをローカルサービス事業の中心と捉え地域通信市場への参入を果
たす。 
6月 24日には 480億ドルで大手 CATV事業者 TCIと買収合意81したことを発表する。この合




続いて翌年の 1999年 2月 1日、CATV最大手の Time Warnerと合弁会社を設立し、Time 
Warnerの 33州に及ぶケーブル網で、AT&Tブランドによる「Cable Telephony Services」を展
開するための広範な提携関係を締結したと発表。 
5月 6日にはMicrosoftとブロードバンドサービスで提携を行うと発表。Microsoftが AT&Tの
新規発行債権 50億ドル分を取得、AT&Tが STB（セットトップボックス）用の OSとして
WindowsCEを既にコミットしている 500万台に加えて 250～500万台に使うとの合意によるも
のであった。  
さらに 6月 24日、580億ドルで CATV第 4位のMedia One Groupと買収合意したことを発表
し、企業、家庭という顧客へ新たなサービス提供を実現するための垂直統合化が終了する。TCI、
Time Warner、Media One Groupの買収統合により獲得することのできた、5,000世帯以上82の
CATV加入世帯に統合サービスを提供するための基盤構築を終えた。 
 平行して国際進出の為の基盤構築も行われた。1998年 7月 26日には英 BTとの国際通信合弁
会社 Concert設立の合意を発表し、国際通信市場参入83への準備を行う。 
続いて 12月 8日は IBMのグローバル･ネットワーク事業の買収を発表する。世界 59ヶ国、850
都市において数百社の国際的企業、数万の中小企業に対してサービスを提供しているこのネット
ワークにおいて、英 BTと合意している 100都市を結ぶ IP網構築に統合するものとした。 
                                                                                                                                                               
Telecom、Telstaなどの通信事業者から構成されたアライアンスである。 
81 買収は 1999 年 3 月 9 日に完了しているが買収発表時とは組織に変更があった。コンシューマ部門を全てまとめて AT&T 
Consumer Serviceとするとされていたが、TCIは新部門 AT&T Broadband & Internet Serviceとなった。また 1999年 1月
11日には TCI系列の CATV事業者 5社とそれぞれジョイントベンチャーを設立すると発表している。 











































市内通話 長距離通話 国際通話 











■レイヤ③ Device layer 
■レイヤ④PC layer 
石油関連, 証券関連, 銀行関連 
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以上、第一に通信産業の創設者である AT&T分割の経緯、第二に競争原理の導入、第三に競争
原理が導入されたことによる業界再編、第四に通信改定法導入後のメガキャリアである AT&Tの
戦略を順に確認してきたが、視点のひとつとして規制緩和による買収統合が、結果的により複雑
な産業構造をもたらし、あるいは垣根そのものを消失してしてしまったと考えることができる。 
産業の垣根が消失するということは製品やサービスが多様化することであり、多様化するとい
うことは大量の知識が必要不可欠であり、大量の知識が必要不可欠であるということは、その分
野に特化した知識をもつもとの協業することである。たとえ AT&Tのような超巨大企業であって
も、従来のような垂直統合モデルによって技術は勿論、製品やサービスを全て自前で取り揃える
ことはできないと考える。 
